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はじめに1

　「ジャカルタ下水道整備事業のうち第1処理区は本年
（2019年）契約手続を開始し、2025年供用開始をター
ゲットとしている」（筆者仮訳）
　2019年8月23日、下水道整備を担当する公共事業・
国民住宅省（以下、PUPR）が公開したYouTube動
画1）において、下水道整備の実務を所管する人間居住
総局のダニス総局長は上記のように述べられ、下水道
整備を進めるという強い決意を示されました（写真−1）。
　2017年10月にはじまった第1処理区の下水処理場、
管きょ網の設計業務は2019年7月までに概ね完了し、筆
者が本稿を書いている2019年11月時点では年内の工事
発注に向けた作業や関連手続きが進められているところ 

です。
　本稿では、インドネシアにおける下水道整備の動向に
ついて、進行中のプロジェクトを簡単にご紹介するととも
に、ジャカルタ下水道整備事業の全体動向と第1処理
区で想定されている管きょ整備工事の概要をご紹介し 
ます。

インドネシアで進行中のプロジェクト2

2.1　既存の下水処理場は13箇所
　2019年現在、インドネシア国内に13処理場あり、整
備時期も異なり、様 な々処理方法が採用されており、処
理能力も最小で800m3/日から、最大で約80,000m3/日
となっています（表−1）。
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特　集 推進工法の海外展開の歩み

　これらの施設では戸別接続が進まず十分な機能を発
揮していない場合や、管きょの老朽化等を原因とする陥
没事故が起こっているもの、市街地の進展により管きょ
網や処理場の拡張が必要となっているものも見受けられ
ます。
2.2　進行中のプロジェクトは10都市13処理区
　現在実施中のプロジェクトはジャカルタ特別州のほか、
9都市で実施されています（図−1）。インドネシアの下水
道整備は、日本と同様に自治体が管理者として計画策定
や建設を実施することになっていますが、建設に対する
国からの補助金はなく、建設に関する国の関与は重要な
国家プロジェクトとして位置づけられた場合に限られてお
り、その条件や手続きが整った場合、PUPRが国の予算
を用いて自ら処理場や管きょの建設を行った後、施設を
それぞれの自治体に移管し、実際の運営管理は自治体
が有する下水道公社が行うことが基本となっています。

ジャカルタ特別州における
下水道整備の動向と第１処理区の概要3

3.1　5つの処理区が実施中
　　　（第1、第2、第5、第6と第8処理区）
　インドネシアの首都であるジャカルタ特別州の下水道
整備計画は、第0処理区から第14処理区までの15処
理区で整備するマスタープラン2）となっており、第0処理
区の処理場は供用済みです（写真−2）。順次管きょ整
備（写真−3）が下水道公社であるPD PAL Jayaによっ
て進められており、これらの事業はPD PAL Jayaが徴
収する下水道料金とジャカルタ特別州の予算で実施され
ています。
　2019年現在、進行中のプロジェクトは5つあり、実行
可能性調査（Feasibility Study：FS）中である第8
処理区、円借款により進められる予定である第1、第6
処理区に加え、ジャカルタ特別州の独自予算で整備が

図−1　下水道整備実施中都市位置図
注）�メダン、�パレンバン、�プカンバル、�ジャンビ、 �マカッサル、
�ジャカルタ、�ブカシ、�スマラン、�ポンティアナック、�マタラム

写真−3　手前が推進工事立坑現場（ジャカルタ中心部）写真−2　Setiabudi処理場（第0処理区）


